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　日野町では人口減と少子高齢化に拍車がかかる中、昨年 10 月に「きらり日野町創生戦略」を策定し、さま

ざまな課題に的確に対応し、将来にわたって町民の皆さんの安心な生活を守り、活力ある日野町を維持してい

くことが求められています。

　こうした課題や国・県の動向に対応するため、平成 28 年度予算では、重要課題である①子育て支援、②若

者定住、③医療と保健、福祉の連携に重点的に取り組むとともに、町の特色を生かした積極的な事業の展開を

行い、安心安全で住みやすいまちを目指します。

平成 28年度当初予算編成方針

　

町
に
入
っ
て
く
る
お
金
（
歳

入
）
は
、
町
自
ら
の
手
で
得
ら

れ
る
「
自
主
財
源
」
と
、
国
や

県
か
ら
の
交
付
金
や
補
助
金
な

ど
に
よ
る
「
依
存
財
源
」
の
２

つ
に
分
け
ら
れ
ま
す
。

　

自
主
財
源
は
、
主
に
町
民
税

や
固
定
資
産
税
、
軽
自
動
車

税
な
ど
の
町
税
や
使
用
料
な
ど

で
、
5
億
92
万
円
（
歳
入
の

15
・
6
㌫
）
と
な
り
ま
す
。

　

こ
れ
に
対
し
、
依
存
財
源

は
、
地
方
交
付
税
や
国
・
県
か

ら
の
支
出
金
、
町
債
な
ど
で
、

27
億
8
８
０
万
円
（
84
・
４
㌫
）

と
大
き
な
割
合
を
占
め
て
い
ま

す
。

　

歳
入
全
体
に
占
め
る
割

合
が
大
き
い
順
か
ら
見
て

い
く
と
、
地
方
交
付
税
が

17
億
２
７
３
５
万
円
（
53
・
８

㌫
）、
町
債
が
４
億
３
８
６
０
万

万
円
（
13
・
７
㌫
）、
町
税
が

3
億
４
４
７
６
万
円
と
続
き
ま

す
。
一
般
財
源
総
額
は
前
年
並

み
で
あ
る
も
の
の
、
歳
入
の
大

半
を
占
め
る
地
方
交
付
税
の
減

額
が
見
込
ま
れ
る
な
ど
、
依
然

と
し
て
厳
し
い
状
況
に
変
わ
り

あ
り
ま
せ
ん
。

当
初
予
算

平
成
28
年
度

移住定住、子育て支援、
町のにぎわい創出に向けて
一般会計予算総額は３２億９７２万３千円

（昨年と比べ 0.2％増）

厳
し
い
状
況
は
変
わ
ら
ず

歳
入

◆
次
ペ
ー
ジ
で
は
、
本
年
度
の
主
な
事
業
の
概
要
を
紹
介
し
ま
す
。

町税
3 億 4,476 万円

１0．８％ 繰入金 8,052 万円２．５％
諸収入 2,011 万円０．６％町債

４億 3,860 万円
１３．７％

その他① 5,553 万円１．７％

●自主財源　5億 92万円（15.6％）

地方交付税
17 億 2,735 万円

５３．８％

国庫支出金
1 億 8,573 万円

５．８％

県支出金
２億 5,363 万円

７．９％

その他②
1 億 349 万円

３．２％

※その他②
▶地方譲与税、利子割交付金、配当割交付
金、地方消費税交付金、株式等譲渡所得割
交付金、自動車取得税交付金、地方特例交
付金、交通安全対策特別交付金

※その他①
▶分担金および負担金、使用料および手数
料、財産収入、寄附金、繰越金

●依存財源　27億 880万円（84.4％）

歳入
計 32億 972 万 3千円

　

町
が
支
払
う
お
金
（
歳
出
）

で
一
番
大
き
な
割
合
を
占
め
る

の
は
、
予
防
接
種
や
母
子
保
健
、

ご
み
収
集
な
ど
に
使
わ
れ
る
衛

生
費
で
、
7
億
１
８
４
９
万
円

（
22
・
４
㌫
）
で
す
。
こ
の
中

に
は
、
三
町
衛
生
施
設
組
合
汚

泥
再
生
処
理
セ
ン
タ
ー
の
建
設

負
担
金
も
含
ま
れ
ま
す
。

　

次
は
、
障
が
い
者
や
高
齢

者
の
自
立
支
援
お
よ
び
保
育

所
、
福
祉
事
務
所
の
運
営
な

ど
に
使
わ
れ
る
民
生
費
で
、

6
億
９
４
６
７
万
円
（
21
・
６

㌫
）
で
す
。
そ
の
う
ち
、
妊
娠

期
か
ら
子
育
て
期
に
わ
た
る
ま

で
総
合
的
に
相
談
支
援
を
行

う
、
子
育
て
世
代
包
括
支
援
セ

ン
タ
ー
事
業
や
病
後
児
保
育
事

業
に
取
り
組
み
ま
す
。

　

続
い
て
、
総
務
費
は
、
本
年

度
予
算
の
重
点
的
な
取
り
組
み

の
一
つ
で
あ
る
移
住
定
住
・
空

き
家
対
策
事
業
や
お
試
し
住
宅

の
整
備
を
行
い
ま
す
。
そ
の
ほ

か
、
町
に
ゆ
か
り
の
あ
る
人
と

の
つ
な
が
り
を
深
め
、
ま
ち
づ

く
り
に
つ
な
げ
る
「
ふ
る
さ
と

住
民
票
」
制
度
の
運
営
や
元
日

野
サ
ン
プ
ラ
ザ
の
建
物
を
取
得

し
、
有
効
な
活
用
方
法
を
検
討

し
て
い
き
ま
す
。

　

ま
た
、
教
育
費
は
３
億
６
９
０

９
万
円
（
11
・
５
㌫
）
で
、
保

小
中
一
貫
教
育
や
学
校
教
育
、

公
民
館
運
営
な
ど
に
使
い
ま

す
。

　

今
年
度
は
、
日
野
中
学
校
に

タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
や
電
子
黒
板

な
ど
を
導
入
し
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
（
情

報
通
信
技
術
）
環
境
を
整
備
し

た
り
、
ソ
フ
ト
テ
ニ
ス
の
指
導

員
を
配
置
し
、
児
童
・
生
徒
の

競
技
力
の
向
上
を
図
り
ま
す
。

そ
の
ほ
か
、
日
野
中
学
校
体
育

館
の
床
を
全
面
改
修
し
、
教
育

施
設
の
整
備
に
も
取
り
組
み
ま

す
。

　

町
の
予
算
に
は
、
特
定
の
事

業
を
行
う
た
め
、
一
般
会
計
と

は
別
に
経
理
す
る
特
別
会
計
が

あ
り
ま
す
。

　

現
在
、
国
民
健
康
保
険
を
は

じ
め
、
介
護
保
険
、
後
期
高
齢

者
医
療
保
険
な
ど
、
6
つ
の
特

別
会
計
が
あ
り
、
当
初
予
算
の

総
額
は
14
億
５
６
７
万
円
（
前

年
比
１
・
３
㌫
増
）
で
す
。

　

特
別
会
計
に
は
、
収
支
の
バ

ラ
ン
ス
を
取
る
た
め
、
一
般
会

計
か
ら
た
く
さ
ん
の
お
金
を
繰

り
出
し
て
い
ま
す
。
国
民
健
康

保
険
や
介
護
保
険
、
後
期
高
齢

者
医
療
保
険
の
給
付
に
か
か
る

町
の
繰
出
金
は
年
々
増
え
て
お

り
、
今
後
も
高
い
水
準
で
推
移

す
る
見
込
み
で
す
。

　

ま
た
、
町
で
は
、
こ
の
繰
出

金
を
少
し
で
も
減
ら
す
た
め
、

公
共
下
水
道
や
農
業
集
落
排
水

へ
の
加
入
促
進
を
行
っ
て
い
ま

す
。
こ
の
ほ
か
、
介
護
予
防
や

健
康
づ
く
り
に
よ
る
医
療
費
抑

制
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
の

で
、
ご
協
力
く
だ
さ
い
。

人
口
減
対
策
と

に
ぎ
わ
い
創
出
に
取
り
組
む

歳
出

議会費
6,353 万円

２．０％

総務費
5 億 6,104 万円

１７．５％

民生費
6 億 9,467 万円

２１．６％

衛生費
7 億 1,849 万円

２２．４％
農林水産業費

2 億 5,137 万円
７．８％

商工費
1,640 万円

０．５％

土木費
2 億 1,247 万円

６．６％

消防費
3,033万円

０．９％

教育費
3 億 6,909 万円

１１．５％

公債費 2 億 8,733 万円９．０％

予備費 500 万円０．２％

歳出
計32億 972 万 3千円

科　　目 本年度当初 前年度比

国民健康保険 4 億 4,785 万円 △ 2.9％

介護保険 6 億 5,398 万円 5.6％

後期高齢者医療保険 5,325 万円 △ 7.0％

簡易水道 9,511 万円 △ 2.9％

公共下水道事業 1 億 1,052 万円 9.6％

農業集落排水事業 4,496 万円 △ 9.9％

鳥取県西部町村情報公開・
個人情報保護審査会

― 皆　減

合　　計 14 億 567 万円 1.3％

特別会計

保
険
会
計
の
繰
出
し
金
は

年
々
増
加
傾
向

特
別
会
計


